予算要求資料
平成２９年度当初予算　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費　　　
	事業名　ヘルスケア機器開発プロジェクト事業費(任意)(単建)


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　商工労働部　産業技術課　技術支援係　電話番号：058-272-1111（内3049）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp

１　事業費　　       43,367千円（前年度予算額：43,367千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	43,367
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	43,367

	要求額
	43,367
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	43,367

	2月2日時点
査定額
	30,535
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,535

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・本県の高齢化は急速に進み、2035年には3人に1人が65歳以上の高齢者になると予測される。

・本県における要介護・要支援者も増加が見込まれており、2015年には2000年の約3倍の9万4千人以上と予測される。

・高齢者・障がい者が住み慣れた家庭・地域において、できる限り自律するとともに、生活の質を向上させるため、福祉・介護機器の一層の開発と普及が必要となる。

・国の戦略市場創造プランや岐阜県成長・雇用戦略において、成長が期待される医療・福祉関連機器産業を重点分野に位置付けており、地域版の福祉関連機器開発プロジェクトを推進し、健康増進・予防や生活支援に関する市場・産業を創出し、産業振興を図る。
（２）事業内容

・県内企業が持つ優れたモノづくり技術を活用し、産学官連携・医工連携により、リハビリ・介護現場のニーズに基づく福祉・介護関連機器、生活支援機器を開発する。
【高齢者向け福祉・介護・生活支援機器】

・安全性を考慮した高齢者用電動ビークルの研究開発

・ヘルスケア市場に向けた座位目的別の家具開発

【障がい者向け福祉・介護・生活支援機器】

・ＣＦＲＴＰ（熱可塑性炭素繊維強化プラスチック）を活用した
超軽量下肢装具の開発

・情報通信機器による知的障がい者のための協働支援システムの開発
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	1,356
	職員旅費（共同研究機関との打ち合わせ、学会参加）

	需用費
	6,566
	研究のための各種消耗品の購入等

	役務費
	98
	研究機関との連絡経費

	委託料
	2,014
	部材の外注加工

	使用料
	870
	会場使用料等

	備品購入費
	31,900
	研究備品の購入

	その他
	563
	学会参加負担金

	合計
	43,367
	


	　２月２日時点の査定額の考え方　

　事業内容を精査し、所要額を計上します。



	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	県民生活の向上に貢献する科学技術の振興を基本目標に掲げる「岐阜県科学技術振興方針（H24～28年度）」に沿って、①次世代産業の育成と地域経済の活性化（モノづくり）、②活力とゆとりのある質の高い県民生活の実現（地域づくり）、③科学技術の担い手の育成（人づくり）を柱に、県民・産業界のニーズに応える研究開発を進める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技術移転の推進

※関連企業への技術移転
	0件
（H25）
	0件
（H25）
	1件
（H26）
	4件
（H27）
	5件

（H30）
	80%



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○ＣＦＲＰを使った超軽量下肢装具の試作品を作製し、実証試験を行った。

○電動車いす用のセンサーを購入し、障害物検出プログラムの試作を行った。

○多数の支援学校において、現在試作段階の校内カフェ用接客対応システムを運用した。
○休息者用椅子を『第42回 国際福祉機器展H.C.R.2015』等多数の展覧会で展示した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

○超軽量下肢装具の実証試験によって実証データが得られ、そのデータを使った改良が可能となった。

○障害物検出プログラムの開発で、手動車椅子による実証実験に移行できるようになった。

○接客対応システムの運用により、同様のシステムへの転用が可能となり、実証試験を実施する支援学校も増加した。

○休息者用椅子・腰痛者用椅子の展示による意見聴取を行うことで、改良のポイントが明確になり、改良試作の設計ができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	県民の健康寿命の延伸に貢献しながら、今後、成長が期待される健康増進・予防や生活支援に関する市場・産業を創出するため、福祉・介護関連機器、生活支援機器の開発に取り組む本事業の必要性は高いと考える。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	研究課題の内容について、プレゼンテーション形式のヒアリングを行い本年度実施内容の確認を行うとともに、進捗確認を行ったところ、計画通り進捗していることが確認されている。また、地域への技術移転も順調である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	研究課題に対する外部評価を実施しており、得られた意見に応じた軌道修正、および効率化が図られている。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
情報通信機器による知的障害者のための協働支援システムについては、完成形に近づいているため、地域にその技術移転を行う必要がある。
電動車いすについては、早期に組込を行い、実証試験に移行する必要がある。


（次年度の方向性）
	・研究4年目となり、事業の継続・中止を見極める必要がある。

・また、研究成果を企業や団体に技術移転を行う段階であるため、実施先を早期に決定していく必要がある。


